
政策研究大学院大学・建築研究所共催シンポジウム 

「自然災害直後の建築物の危険度判定の今後」 

 
趣 旨：地震発生後、余震などによる倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転倒な

どの危険性を判定することにより、人命にかかわる二次的災害を防止するために被災建築

物の応急危険度判定が行われます。本シンポジウムでは、これまでの被災時における国内

外の取組みや技術の動向等について情報交換し、今後取り組むべき課題について考えます。 
日 時：2020年 2月 5日（水）13:30～17:00（受付は 13:00から） 

会 場：政策研究大学院大学 1階想海樓ホール（定員 300名） 

言 語：日本語／英語（同時通訳） 
主 催：国立大学法人政策研究大学院大学、国立研究開発法人建築研究所 
後 援（予定）：国土交通省国土技術政策総合研究所、一般財団法人日本建築防災協会、全国被災建築物応急危

険度判定協議会、公益社団法人日本建築士会連合会、一般社団法人日本建築士事務所協会連合会、公益社

団法人日本建築家協会、一般社団法人日本建築構造技術者協会、一般社団法人日本建設業連合会、一般社

団法人マンション管理業協会、独立行政法人都市再生機構、独立行政法人住宅金融支援機構、一般社団法

人日本建築学会、防災学術連携体、建築研究開発コンソーシアム、国連教育科学文化機関（UNESCO） 
プログラム 

進行役：菅原 賢（政策研究大学院大学 教授） 
13:30-13:40 主旨説明：奥田泰雄（建築研究所 構造研究グループ長） 
13:40-17:00 講演及びパネルディスカッション モデレーター：中埜良昭（東京大学 教授） 
13:40-15:50 講演 

（1）日本における応急危険度判定の適用事例と課題 

五條 渉（日本建築防災協会 技術総括参与） 
「応急危険度判定に関するこれまでの取組みと今後の課題」 

平山 英（大阪府 住宅まちづくり部 建築防災課 総括主査） 
「応急危険度判定の適用事例と課題等」 

（2）外国における応急危険度判定の適用事例と課題 

小豆畑達哉（建築研究所 国際地震工学センター 上席研究員） 
「開発途上国における日本の応急危険度判定の技術支援事例」 

エドゥアルド・オルランド・ウルタド・ガハルド（チリ 公共事業省 国立建築局 公共

建築部 エンジニアリング建設課長） 
「チリにおける被災建築物の応急危険度判定」 

鍾 立來（台湾 国家地震工学研究センター 副センター長、国立台湾大学 教授） 
「台湾における応急危険度判定の技術とメカニズム」 

デイヴ・ブランズドン（ニュージーランド ケストレル・グループ ディレクター） 
「ニュージーランドにおける地震後の構造、地盤の応急危険度判定」 

（3）応急危険度判定に関する技術開発の最新動向 

向井智久（建築研究所 構造研究グループ 主任研究員） 
「３次元レーザースキャナーを用いた被災建築物の損傷評価に関する研究の現状」 

楠 浩一（東京大学 教授） 
「応急危険度判定の効率化に向けた技術開発、実用化に向けた取組みと課題等」 

15:50-16:00 休憩 
16:00-17:00 パネルディスカッション：今後の応急危険度判定の取組み 

－広域的な地震被害があった場合の効率的なデータ収集や被害状況の分析手法について－ 

17:00 閉会 
  

入場無料（事前登録制） 
以下のフォーム又は QR コードから、できるだけ 
2020 年 2 月 3 日（月）までにお申込み下さい。 
申込：https://forms.gle/STUfDkkUKNQ62szD6 
定員になり次第申込を締切らせていただきますのでご了承下さい。 
連絡先：政策研究大学院大学（E-mail: grips.dms@gmail.com） 
※JSCA建築構造士更新評価点対象（予定） 

政策研究大学院大学 案内図 

東京都港区六本木 7-22-1 

 



モデレーター・講演者プロフィール 
 
 中埜良昭（東京大学 教授） 

専門はコンクリート系構造物の耐震性能評価、耐震補強工法の開発と評価、地震被災建

築物の残存耐震性能評価とその復旧技術の開発、建築物の対津波性能評価。2011 年東

日本大震災、2011 年ニュージーランド・クライストチャーチ地震、2008 年中国四川地

震など多数の国内外の被害地震において被害調査と復旧支援を行う。現在、国際地震工

学会副会長、日本地震工学会会長。 
 五條 渉（日本建築防災協会 技術総括参与） 

1980 年に建設省に入省し、建築行政などを担当。1996 年より 2017 年まで建築研究所・

国土技術政策総合研究所において建築構造基準のあり方などを研究し、建築災害対策研

究官、構造研究グループ長などを歴任。2017 年より日本建築防災協会勤務。博士（工

学）。 
 平山 英（大阪府 住宅まちづくり部 建築防災課 総括主査） 

平成 6 年大阪府入庁。主に建築基準法関係業務を担当（建築基準適合判定資格者）。 
大阪府北部を震源とする地震における被災建築物応急危険度判定活動の支援本部を担

当。 
 

 小豆畑達哉（建築研究所 国際地震工学センター 上席研究員） 
平成 5 年千葉大学博士課程修了。平成 5 年建設省入省。住宅局、国土技術政策総合研究

所等を経て、平成 26 年より建築研究所国際地震工学センターにおいて国際地震工学研

修を担当。 
 

 エドゥアルド・オルランド・ウルタド・ガハルド（チリ 公共事業省 国立建築局 公
共建築部 エンジニアリング建設課長） 
1998 年チリ・カトリック大学の土木技師、チリ大学で、公共施設のエネルギー効率と

太陽熱エネルギーの学位を取得。民間部門で、建築物、舗装の設計と整備及びコンクリ

ート産業に従事後、チリ中央大学で、構造、施工管理及び高速道路設計のコースのアカ

デミック・コーディネーター及び教授、2008 年より財政構造検査官、2012 年より公共

事業省国立建築局エンジニアリング建設課長。 
 鍾 立來（台湾 国家地震工学研究センター 副センター長、国立台湾大学 教授） 

鍾 立來は、国立台湾大学で土木工学の学士、ニューヨーク州立大学バッファロー校で

修士と博士を取得。1992 年に、国家地震工学研究センターに入所し、地震災害の軽減

に従事。研究対象は、耐震設計、耐震評価、耐震改修及び振動制御。 
 

 デイヴ・ブランズドン（ニュージーランド ケストレル・グループ ディレクター） 
1984 年カンタベリー大学工学修士。ニュージーランド技術者協会名誉フェロー。ニュ

ージーランド地震工学会及びニュージーランド構造技術士協会の終身会員。様々な政府

機関及び地方公共団体の主席技術顧問。 
 

 向井智久（建築研究所 構造研究グループ 主任研究員） 
1999 年東京理科大において修士（工学）、2003 年同大学院で博士（工学）を取得。 
現在、国立研究開発法人建築研究所構造研究グループ主任研究員であり、主として鉄筋

コンクリート造の構造安全基準の改正等や建築物の性能に基づく耐震設計手法の構築、

近年、特に損傷評価手法の検討に注力している。 
 楠 浩一（東京大学 教授） 

平成 9 年：東京大学大学院工学系研究科建築学専攻博士課程修了、同年東京大学生産技

術研究所 第一部助手、平成 12 年 建設省建築研究所 第四部研究員、平成 13 年 独

立行政法人 建築研究所 構造研究グループ主任研究員、平成 18 年 横浜国立大学大

学院 工学研究院 准教授、平成 26 年 東京大学地震研究所准教授を経て、平成 30
年より同 教授。博士（工学）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


